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県域水道一体化の検討状況について 

 

県内の各水道事業を統合して一つの水道事業体としての運営を令和7年度の事業開始を目標に、これまで検討を重

ね、令和5年4月より法定協議会に移行し更なる議論を進めてきました。令和5年度中に整理すべきと定められてい

る事項のうち重要な内容を中心に報告します。 

 

●組織体制 

           

〇意思決定、執行体制 

 

 

 

 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

  ・企業長→知事 副企業長→橿原市長、生駒市長の他に市長、町・村長各２名のあわせて６名 

  ・運営協議会を設置し、全構成団体首長で重要事項の協議 

  ・企業団議会は全構成団体の議会から議員選出するが、それぞれの定数は人口規模を考慮 

 

 

●企業団本部の位置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

・田原本町にある県所有の建物 ⇒令和7年4月～ 使用開始（一部9月～（見込））  

 

 

●収支見とおしと料金体系の設定 

  〇前提 

  ・将来の水需要の減少や管路など施設の老朽化への投資需要が増大するため、水道料金の上昇は避けられないが、

統合することにより、単独経営の場合より料金上昇を抑制することができる。 

  ・投資需要に対応するには、統合による料金上昇効果を発揮しつつも健全な事業運営の持続的確保のためには、

適正な水道料金等による収入の確保が必要。 

  

〇収支見とおしの基本的考え 
・以下の考えに基づき、令和7年度～36年度までの財政見とおしを算定 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  〇将来（令和36年度まで）の収支見とおし 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

※管路等を適切に更新しつつ収支均衡を保っていくためには供給単価は右肩上がりとなる 

             

 〇料金体系の設定 

  ・財政見とおしを踏まえ令和7年度～11年度(5年間)までの料金体系を設定 

  ・市町村の現状を踏まえ、原則料金体系を統一 

   ・用途別と口径別に区分設定 

    ・用途別⇒一般用と浴場用の2区分 

    ・口径別⇒13㎜,20㎜,25㎜,30㎜,40㎜,50㎜,75㎜,100㎜,150㎜,200㎜の10区分 

 ・基本料金と従量料金(逓増型)の二部料金として料金設定 

  ・基本料金 使用水量にかかわらず口径・用途に応じて負担してもらう金額 

  ・従量料金 使用水量に応じて負担してもらう料金 

 
  
 

ｃ 

ｃ 

ｃ 
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●水道料金体系の統一 

〇料金表のイメージ 

 
 

 
 
 

 
 
 
 
 

  ‘①基本料金の設定  使用水量に関係なく発生する費用（維持管理費、検針費用など）を配分 

‘②水量区画の設定  使用状況により実際の使用水量の分布を設定 

‘③従量料金の設定  使用水量に応じて変動する費用（電力料金など）を配分 

   

 〇料金体系の統一 

  企業団全体の必要料金収入総額（R7～11）で約833億円を確保できるように設定 

・企業団の新しい料金体系（現時点） 

口径 基本料

金（円） 

従量料金（円/m3） 

1～10m3 11 ～ 20 

m3 

21 ～ 30 

m3 

31 ～ 50 

m3 

51～100 

m3 

101 ～

500 m3 

501 m3～ 

13㎜ 390 

85 147 184 242 300 358 416 

20㎜ 870 

25㎜ 1,440 

30㎜ 2,170 

40㎜ 3,920 

50㎜ 6,830 

75㎜ 15,530 

100㎜ 28,690 

150㎜ 65,280 

200㎜ 118,230 

 

  ・橿原市の料金体系 

口径 基本料

金（円） 

従量料金（円/m3） 

1～10m3 11 ～ 20 

m3 

21 ～ 50 

m3 

51～100 

m3 

101 ～

500 m3 

501 ～

1000 m3 

1001 ～

3000 m3 

3001 m3

～ 

13㎜ 270 

130 185 245 295 355 375 410 430 

20㎜ 370 

25㎜ 420 

40㎜ 670 

50㎜ 3,320 

75㎜ 3,720 

100㎜ 4,420 

150㎜ 7,920 

 

   （ルール）統合後の料金体系と統合前の料金体系と比較して料金が上がる使用者は統合前の料金体系を使用

する。→値上がりとなる使用者はない。 

●水道料金の計算 

  〇使用した水量に応じた水道料金(口径20ミリ 毎月使用)のイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                   計算例（税抜） 

 

 

 

 

 

                                   

                                  比較して安い方の金額とする 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   〇全団体の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    口径20ミリではほとんどの団体が、値下がり（抑制）となる。一方、口径75ミリでは据え置き（経過措置）

となる団体が多くなる。 

使用量 橿原市 

体系 

企業団 

体系 

水道料金 

10m3 1,670円 1,720円 1,670円 

20m3 3,520円 3,190円 3,190円 

30m3 5,970円 5,030円 5,030円 

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

0 50 100 150 200 250 300

料
金

（
円

）

使用量(m3)

企業団 橿原市

0

5,000

10,000

0 10 20 30 40 50

料
金

（
円

）

使用量(m3)

据え置き（経過措置） 

値下がり（抑制） 

・20ミリ 

10m3使用 

 

20m3使用 

・75ミリ 

1,000m3使用 

 

30m3使用 



令和６年３月 建設常任委員会 上下水道部 報告資料 

 

3 
 

●施設整備計画 

〇施設・管路の整備計画 

 広域化によって交付金を受けることができる。 

 ・広域化事業 

  広域的な施設運用を可能にする施設の統廃合などの整備 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

   ・運営基盤強化等事業 

    各団体の管路更新事業にも充当できる。 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

   交付金を受けることで管路更新が促進できる。本市も基幹管路の更新を今後も継続的に実施していく。 

 

 

 

 

〇施設更新を着実に 

                                           橿原市 R4末 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    管路更新率 約1.0％維持を目標⇒健全な管路の維持 

 

 

 

  ●その他事項 

 

   〇不参加団体への用水供給単価 

    県水の購入料金と同じもの⇒企業団から奈良市、葛城市に向けて供給する水道水の単価 

           

 

    

     

 

 

単一料金として設定 

     ※旧県営水道では、県水転換を図りやすくする二段階従量料金制をとっていたが、一体への不参加団体 

にその意義は大きくない。 

 

    〇下水道業務の一部受託 

     ・下水道事業の業務のうち、引き続き企業団が行うことが適当であるものについて受委託で継続 

⇒下水道使用料の徴収に関する業務 

 

これらの実施にかかる経費を基に、下水道使用料調定１件当たりの委託料単価（統一）を設定 

 

 

 

 

 

 

 

19.4% 

0.72% 

12.8% 

22.3% 

ｃ 

現状 

130円/m3、 90円/m3 (税抜) 

2部料金制   

 

案 

136円/m3 (税抜) 

1部料金制  

 

調定1件あたり(税抜) 

235円  （橿原市 現行242円） 


